
１.貸借対照表

貸　借　対　照　表

2024年3月31日現在

（単位：円）

科　　　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現 金 預 金 3,047,071,472 2,922,693,182 124,378,290

未 収 金 53,952,614 43,778,947 10,173,667

前 払 費 用 30,909,351 34,340,557 △ 3,431,206

仮 払 金 162,412,915 79,146,203 83,266,712

貯 蔵 品 51,309 61,718 △ 10,409

　流動資産合計 3,294,397,661 3,080,020,607 214,377,054

２．固定資産

　(1)特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 1,249,000,000 1,249,000,000 0

基 盤 整 備 等 積 立 資 産 80,000,000 80,000,000 0

特 定 事 業 引 当 資 産 564,432,345 621,091,148 △ 56,658,803

　特定資産合計 1,893,432,345 1,950,091,148 △ 56,658,803

　(2)その他固定資産

建 物 50,781,629 55,746,081 △ 4,964,452

構 築 物 248,403 378,003 △ 129,600

什 器 備 品 98,381,285 52,553,146 45,828,139

土 地 509,280 509,280 0

ソ フ ト ウ エ ア 187,721,450 172,581,964 15,139,486

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 78,485,000 20,185,000 58,300,000

敷 金 保 証 金 51,524,484 28,312,880 23,211,604

長 期 前 払 費 用 2,597,381 7,972,128 △ 5,374,747

長 期 性 預 金 330,000,000 215,000,000 115,000,000

繰 延 税 金 資 産 946,004 700,519 245,485

　その他固定資産合計 801,194,916 553,939,001 247,255,915

　固定資産合計 2,694,627,261 2,504,030,149 190,597,112

　資産合計 5,989,024,922 5,584,050,756 404,974,166

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

リ ー ス 債 務 5,940,000 0 5,940,000

未 払 金 609,777,491 488,166,825 121,610,666

未 払 法 人 税 等 4,514,400 716,000 3,798,400

未 払 費 用 49,187,031 48,554,479 632,552

預 り 金 29,273,645 19,782,838 9,490,807

賞 与 引 当 金 154,438,832 149,501,176 4,937,656

　流動負債合計 853,131,399 706,721,318 146,410,081

２．固定負債

リ ー ス 債 務 25,894,000 0 25,894,000

長 期 預 り 金 25,294,200 26,245,380 △ 951,180

預 り 保 証 金 0 9,359,028 △ 9,359,028

退 職 給 付 引 当 金 1,292,385,095 1,318,341,861 △ 25,956,766

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 57,228,750 42,785,000 14,443,750

　固定負債合計 1,400,802,045 1,396,731,269 4,070,776

　負債合計 2,253,933,444 2,103,452,587 150,480,857

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産 0 0 0

２．一般正味財産 3,735,091,478 3,480,598,169 254,493,309

（うち特定資産への充当額） (644,432,345) (701,091,148) (△ 56,658,803)

　正味財産合計 3,735,091,478 3,480,598,169 254,493,309

　負債及び正味財産合計 5,989,024,922 5,584,050,756 404,974,166
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２.正味財産増減計算書

正　味　財　産　増　減　計　算　書

2023年4月1日から2024年3月31日まで

（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

　特定資産運用益

特 定 資 産 受 取 利 息 113,922 106,992 6,930

　受取会費

会 費 5,066,363,264 4,341,849,376 724,513,888

　事業収益

代 理 店 試 験 運 営 費 収 入 1,988,624,843 2,169,212,768 △ 180,587,925

アジャスター試験運営費収入 7,813,330 8,027,660 △ 214,330

鑑 定 人 制 度 運 営 費 収 入 37,173,306 34,695,050 2,478,256

受 講 者 割 負 担 金 86,262,550 94,400,350 △ 8,137,800

地 代 69,195,860 59,376,004 9,819,856

貸 室 料 0 45,554,925 △ 45,554,925

　受取補助金等

日 本 共 同 証 券 財 団 助 成 金 4,200,000 3,450,000 750,000

　雑収益

受 取 利 息 7,760 16,454 △ 8,694

雑 収 益 6,949,176 5,142,643 1,806,533

　経常収益計 7,266,704,011 6,761,832,222 504,871,789

(２)経常費用

　事業費

役 員 報 酬 1,169,252 1,234,650 △ 65,398

給 料 手 当 888,264,152 461,435,164 426,828,988

臨 時 雇 賃 金 53,061,543 71,584,013 △ 18,522,470

賞 与 引 当 金 繰 入 額 29,816,151 26,637,349 3,178,802

退 職 給 付 費 用 23,325,097 27,526,719 △ 4,201,622

役 員 退 職 慰 労 金 0 14,750 △ 14,750

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 68,938 156,188 △ 87,250

福 利 厚 生 費 168,727,220 90,937,014 77,790,206

支 払 家 賃 281,768,621 215,431,720 66,336,901

賃 借 料 52,793,371 62,094,910 △ 9,301,539

旅 費 交 通 費 26,220,897 17,994,120 8,226,777

通 信 運 搬 費 61,174,913 58,224,693 2,950,220

印 刷 製 本 費 350,714,868 373,408,547 △ 22,693,679

図 書 費 10,235,974 12,904,224 △ 2,668,250

消 耗 品 費 10,727,161 6,521,607 4,205,554

光 熱 水 道 費 20,209,648 22,785,420 △ 2,575,772

消 耗 什 器 備 品 費 12,329,278 6,479,748 5,849,530

修 繕 費 76,490,706 82,618,812 △ 6,128,106

諸 会 費 17,769,756 16,569,286 1,200,470

会 議 費 5,046,682 4,364,133 682,549

交 際 費 8,044,526 5,511,312 2,533,214

諸 謝 金 128,148,225 121,392,781 6,755,444

委 託 費 2,218,279,334 2,428,887,993 △ 210,608,659

研 修 費 1,615,810 1,403,700 212,110

租 税 公 課 93,390,841 55,258,060 38,132,781

保 険 料 1,667,983 1,687,609 △ 19,626

広 告 宣 伝 費 104,430,182 112,016,475 △ 7,586,293

支 払 寄 付 金 6,000,000 6,130,000 △ 130,000
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科　　　　　目 当年度 前年度 増　減

減 価 償 却 費 74,541,340 115,282,042 △ 40,740,702

雑 費 9,771,435 9,310,411 461,024

　管理費

役 員 報 酬 119,171,338 104,662,350 14,508,988

給 料 手 当 1,003,969,721 1,213,253,166 △ 209,283,445

臨 時 雇 賃 金 160,728,288 160,332,692 395,596

賞 与 引 当 金 繰 入 額 124,622,681 122,863,827 1,758,854

退 職 給 付 費 用 113,208,356 121,421,870 △ 8,213,514

役 員 退 職 慰 労 金 0 515,250 △ 515,250

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 14,374,812 12,122,562 2,252,250

福 利 厚 生 費 176,922,317 239,639,371 △ 62,717,054

支 払 家 賃 245,280,720 249,278,316 △ 3,997,596

賃 借 料 61,099,838 45,874,534 15,225,304

旅 費 交 通 費 6,257,894 4,010,006 2,247,888

通 信 運 搬 費 24,647,036 24,160,429 486,607

印 刷 製 本 費 2,899,868 2,507,190 392,678

図 書 費 3,858,610 3,842,936 15,674

消 耗 品 費 16,451,978 30,626,308 △ 14,174,330

光 熱 水 道 費 8,795,262 12,926,118 △ 4,130,856

消 耗 什 器 備 品 費 41,234,662 7,345,681 33,888,981

修 繕 費 21,017,319 27,793,944 △ 6,776,625

諸 会 費 3,026,775 3,108,775 △ 82,000

会 議 費 549,318 295,711 253,607

交 際 費 3,388,535 2,927,183 461,352

諸 謝 金 8,446,237 8,166,750 279,487

委 託 費 34,993,695 27,023,877 7,969,818

研 修 費 8,635,986 8,285,007 350,979

租 税 公 課 6,769,830 649,589 6,120,241

保 険 料 1,595,420 1,503,570 91,850

広 告 宣 伝 費 0 1,140,700 △ 1,140,700

減 価 償 却 費 17,554,254 19,924,250 △ 2,369,996

雑 費 42,041,830 46,037,300 △ 3,995,470

　経常費用計 7,007,346,484 6,918,042,712 89,303,772

　　当期経常増減額 259,357,527 △ 156,210,490 415,568,017

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

建 物 等 売 却 益 0 256,151,361 △ 256,151,361

　経常外収益計 0 256,151,361 △ 256,151,361

(２)経常外費用

　固定資産除却損

建 物 除 却 損 184,572 0 184,572

什 器 備 品 除 却 損 410,730 40,507 370,223

ソ フ ト ウ エ ア 除 却 損 1 0 1

経常外費用計 595,303 40,507 554,796

当期経常外増減額 △ 595,303 256,110,854 △ 256,706,157

税引前当期一般正味財産増減額 258,762,224 99,900,364 158,861,860

法人税、住民税及び事業税 4,514,400 716,000 3,798,400

法人税等調整額 △ 245,485 223,316 △ 468,801

当期一般正味財産増減額 254,493,309 98,961,048 155,532,261

一般正味財産期首残高 3,480,598,169 3,381,637,121 98,961,048

一般正味財産期末残高 3,735,091,478 3,480,598,169 254,493,309

Ⅱ 指定正味財産増減の部 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 3,735,091,478 3,480,598,169 254,493,309
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３．財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

　(1)固定資産の減価償却の方法

    ①有形固定資産（リース資産を除く）

　　 定額法によっている。

     また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で

　   均等償却する方法によっている。

    ②無形固定資産（リース資産を除く）

　　 定額法によっている。

     なお、ソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づき定額法によっている。

    ③リース資産

　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　(2)引当金の計上基準

　 ・賞与引当金

　　 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　 ・退職給付引当金

　　 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発生していると

　　 認められる額を計上している。

　 ・役員退職慰労引当金

　　 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

　(3)消費税等の会計処理

　　 税込方式を採用している。

　(4)税効果会計の適用について

　　 税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産増減額を

　　 計上することを目的として税効果会計を適用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

2023年3月に発生した建物等の売却収入を「特定事業引当資産」として計上している。

（単位：円）

前期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 1,249,000,000

　基盤整備等積立資産 80,000,000

　特定事業引当資産 621,091,148

1,950,091,148

３．特定資産の財源等の内訳

　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 1,249,000,000

　基盤整備等積立資産 80,000,000

　特定事業引当資産 564,432,345

1,893,432,345

―

―

―

―

当期増加額

107,737,750

0

107,737,750

　（うち指定正味財産
　　　　からの充当額）

0

当期減少額

107,737,750

0

164,396,553

当期末残高

1,249,000,000

80,000,000

1,893,432,345

56,658,803 564,432,345

　（うち一般正味財産
　　　　からの充当額）

―

(80,000,000)

(644,432,345)

　　（うち負債に
　　　　　対応する額）

(1,249,000,000)

―

(1,249,000,000)

(564,432,345) ―

科　　　目

合　　計

科　　　目

合　　計
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額

197,863,703

4,483,057

526,366,830

728,713,590

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

交付者
前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

貸借対照表上
の記載区分

日本共同証券財団 ― 4,200,000 4,200,000 ― ―

― 4,200,000 4,200,000 ―

６．リースにより使用する固定資産

　　ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　  リース資産の内容

        その他固定資産

         本部・支部におけるシュレッダー、パソコン 、諸システム（什器備品・ソフトウエア）である。

      

７．資産除去債務関係

　　賃貸借契約に基づき使用する事務所等については、退去時における原状回復に係る債務を有しているが、資産除去

　　債務を合理的に見積もることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

　　

８．関連当事者との取引

（単位：円）

種類 職業
議決権等
の所有

取引金額 科目 期末残高

役員
株式会社損保会館
取締役社長

無 458,868,056 未払金 26,420

（注） 上記取引の内容は、本協会専務理事が第三者（株式会社損保会館）の代表者として行った取引である。

家賃については毎年双方で協議し、決定している。また、株式会社損保会館との契約締結については、

本協会理事会での承認を事前に得ている。

９．損保各社が拠出する自賠責運用益の事務処理は本協会で行っており、1,524,255,445円を各社から受け入れ、

　　その全額を寄付金として支出している。

　　また、損保各社が支出する火災予防寄付、交通事故予防寄付の事務処理も本協会が行っており、

　　各々49,665,000円、2,400,000円を各社から受け入れ、その全額を寄付金として支出している。

　　このほか、本協会を経由して各団体等に寄付している寄付金があり、その金額は363,930,000円である。

10．損保各社が支出する次の事業の事務処理も本協会が行っており、各社から受け入れ、各々の事業の費用として

　　支出している。

　　自賠責保険広報経費149,648,352円､地震保険広報経費492,954,560円､自動車物損斡旋経費113,473,931円､

　　自動車情報交換等関係経費50,119,588円､臨時経費6,019,160円

減価償却累計額

147,082,074

当期末残高

50,781,629

248,403

98,381,285

149,411,317

4,234,654

427,985,545

579,302,273

補助金等の名称

建　　　　　物

構　　築　　物

什　器　備　品

計

科　　　　目

関連当事者との関係
及び取引内容

合　　　計

日本共同証券財団助成金

助成金

本協会は株式会社損保会館
から事務所を賃借してい
る。

大知 久一

氏名
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４．附属明細書

１．特定資産の明細

　　特定資産の明細は、「４．財務諸表に対する注記」の２．特定資産の増減額及びその残高に記載している。

２．引当金の明細

（単位：円）

当期減少額

目的使用 その他

　賞与引当金 149,501,176 154,438,832 149,501,176 0 154,438,832

　退職給付引当金 1,318,341,861 87,585,503 113,542,269 0 1,292,385,095

　役員退職慰労引当金 42,785,000 14,443,750 0 0 57,228,750

科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高
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